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東日本大震災の被災地での開催

国連防災世界会議は、国際的な防災ઓུを策定する

国連主催の会議で、ୈ�ճが平成�年（1994年）にਆ

ಸ川ݝԣ඿市で、ୈ�ճが平成17年（2005年）にฌݿ

市でそれぞれ開催されています。ୈ�ճは東日ށਆݝ

本大震災の被災地であるٶ৓ݝ仙台市が開催地となり

ました。本体会議のଞ、関連事業として、防災や復興

に関するシンϙδ΢ム及び展示、防災࢈業展、被災地

へのスλディπアー、東๺֤地へのエクスΧーション

が実ࢪされ、災害からಘた教訓、防災ٕज़ɾϊ΢ϋ΢

等の発信や、東日本大震災からの復興の発信ɾ被災地

のৼ興という面でも大きな意ٛがありました。

会議࠷ऴ日には、成果จॻとして、期଴される成果

と目ඪ、指導ݪଇ、優先行動、関係者の役割や国際協

力等を規定した「仙台防災枠組2015－2030」と、ಉ枠

組推進の決意をද໌した「仙台એݴ」が全会一கで採

択されました。

仙台防災枠組2015－2030

採択された「仙台防災枠組2015－2030」では、期଴

平成27年（2015）年�月、ٶ৓ݝ仙台市でୈ�ճ国連防災会議が開催されました。国連Ճໍ国1ÿ5か国から

25໊のट೴ڃをؚむ100໊Ҏ上の閣྅をはじめ、国連ػ関代ද、/(0等、計6,500人Ҏ上がࢀՃした本体会

議では、৽たな国際防災の枠組である「仙台防災枠組2015�2030」が策定され、その推進もؚめた防災に対

する֤国の政࣏的コミットメントを示した「仙台એݴ」が採択されました。本特集では、仙台での国連防災

会議から10年が経過した現ࡏ、「仙台防災枠組2015�2030」の進ḿもؚめ、世界の防災の現状と課題、日本が

果たすべき役割について考えます。

仙台国連防災会議から10年
～世界の防災の現在地～

特
集

される成果として「人໋ɾ暮らしɾ݈߁と、ݸ人ɾا

業ɾコミュニティɾ国の経済的ɾ෺理的ɾ社会的ɾจ

化的ɾڥ؀的࢈ࢿに対する災害リスク及び損失を大෯

に削減する」ことが͛ܝられ、その実現のために「ϋ

βーυへの๫࿐と災害に対する੬ऑ性を༧防ɾ削減

し、Ԡٸ対Ԡ及び復旧へのඋえを強化し、もって強ᯰ

性を強化する、౷合されかつแઁ的な、経済的ɾߏ଄

的ɾ๏཯的ɾ社会的ɾ݈߁的ɾจ化的ɾ教ҭ的ɾڥ؀

的ɾٕज़的ɾ政࣏的ɾ੍度的なࢪ策を通じて、৽たな

災害リスクを防ࢭし、طଘの災害リスクを削減する」

ことをゴールとして௥求することが示されました。

さらに、ゴールの達成に޲けた取組の進ḿ状گのධ

Ձをଅ進するため、2030年までにᶃࢮ๢者਺の削減、

ᶄ被災者਺の削減、ᶅ経済的損失の削減、ᶆ重要イン

フラの損害の削減、ᶇ2020年までに防災ઓུ採用国਺

を増やすこと、2030年までにᶈ開発途上国への国際協

力、ᶉૣ期ܯռ及び災害リスク৘ใへのアクηスを大

෯に増Ճさせることという�つのάϩーόルλーήッ

トがઃ定されました。また、�つの優先行動として、

「災害リスクの理ղ」「災害リスクを؅理する災害リス

クɾΨόφンスの強化」「強ᯰ性のための災害リスク

削減への౤ࢿ」「ޮ果的な災害対Ԡへのඋえの޲上

と、復旧ɾ復興過ఔにおける「より良い復興（Build 

Back Better）」」が規定されました。
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世界の防災の現状

ୈ�ճ国連世界防災会議で「仙台防災枠組2015－

2030」が採択されて10年が経過し、ゴールとなる2030

年まで࢒すとこΖ�年となっている現ࡏ、目ඪ達成へ

の進ḿもؚめ、世界の防災の現ࡏ地について考えてい

きます。

災害デーλϕース（&.�%"5）によれば、世界にお

けるࣗવ災害のࢮ者਺は、年間�万3,000人、被災者

਺はಉ�ԯ3,000万人、経済損失はಉ2
157ԯυル（い

ͣれも2020－2024年の平ۉ஋）となっています。「仙

台防災枠組2015－2030」では、これらの஋を下͛るこ

とがλーήットとしてઃ定されていますが、現状は、

者਺こそ減গしているものの、被災者਺や経済損失ࢮ

については、開発途上国を中心に増Ճしている実ଶが

あり、ۓ٤の課題となっています。

そのリスク要Ҽとしては、災害に੬ऑな場所にଟく

の人が住み、経済活動も行い、଱震性のないݐ෺やイ

ンフラがݐઃされること、αプライνΣーン等の国際

化により災害のӨڹが広ൣғに及Ϳこと、そしてީؾ

変動等が͛ڍられます。

੬ऑな場所に人が住む例としてݦஶなのが、౎市部

の人口のٸ増と経済֨ࠩの֦大によるශࠔ૚の増Ճに

より、災害リスクの高い場所でのແடংなډ住地が֦

大するέースです。ශࠔ૚が災害に੬ऑな場所にډ住

せ͟るをಘͣ、被災することで࢈ࢿや生活ج൫を失う

ということになれば、さらに੬ऑな場所にډ住するよ

うになり、被害が֦大することになります。こうした

ෛの連࠯をஅち੾り、人間の҆全อোを実現すること

が、目ඪ達成のためには不可欠となります。

事前防災投資と「Build Back Better」の推進

こうした໰題をղফする上で重要なのが、「仙台防

災枠組2015－2030」の優先行動にも͛ܝられている

「強ᯰ性のための災害リスク削減への౤ࢿ」（事前防災

౤ࢿ）と「Build Back Better」の推進です。

防災と࣋ଓ可能な開発は深く関連しています。災害

の度に街やݐ෺を元通りにम復するだけでは、ಉじよ

うな被災を܁りฦすことになり、ශࠔを深ࠁ化させま

す。被災ޙにより災害に強いொやݐ෺を整උする、あ

るいは事前防災౤ࢿによりインフラ等を強化し、被災

者や経済損失をܰ減することができれば、݁果として

経済成長につながります。

事前防災౤ࢿの۩体例としては、Տ川

൙ཞを防͙ためのఅ防のݐઃや、଱震性

のあるݐ෺のݐઃ、インフラの強㔸化、

土地ར用規੍による੬ऑな地域へのډ住

ճ避等が͛ڍられます。その際に課題と

なるのが༧ࢉの֬อです。開発途上国で

は経済発展に重きが置かれることから、

なかなか防災への౤ࢿに目が޲いていか

ない޲܏があります。しかし国連防災ػ

関によれば、�υルの事前防災౤ࢿで15

υルの復興අ用を、�υルのインフラ強

㔸化で�υルの再ݐ事業を削減できる

等、実は事前防災౤ࢿは経済的にも合理

特 集 平成27年9月関東・東北豪雨から10年　～激甚化する豪雨災害にどう対応すべきか～

202û年̜20ٞ௕ࠃϒラジルがڧ調した大౎市の՝୊「災害のෛのスパイラル」
（+*CA防災グループఏڙ）

ϒラジル・ミφスジェライスのҧ๏ډ住地（写真撮影：੢઒ஐ）
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性を࣋っていることが示されています。

2023年の「トルコɾシリア地震」で大きな被害を受

けたトルコではػة意識が高まり、被災地Ҏ外の地域

でも଱震化を進める動きが出ている΄か、΢ζϕΩス

λンやΧβフスλン等ޠݴがۙい中ԝアδアの国々で

も地震防災へのػӡが生まれつつあります。ޙࠓ、

「仙台防災枠組2015－2030」の目ඪ達成のためには、

こうした事前防災౤ࢿへの理ղを広͛ていくことが重

要になります。

日本が果たす役割

ଟくの開発途上国がそうであるように、日本もまた

ઓޙの高度成長期に、౎市部の人口ٸ増に൐うཚ開発

や、災害に੬ऑな土地やݐ෺の被災が໰題になり、そ

のޙさま͟まな๏整උもؚめて、౎市開発のࡏり方を

վળしてきた経Ңがあります。昭和33年（195ÿ年）の

ҏ੎࿷台෩でのਙ大な被害をػܖに災害対策ج本๏が

੍定され、平成�年（1995年）のࡕਆɾ୶࿏大震災を

きっかけに、଱震補強やࣗ助ɾ共助の重要性が認識さ

れ、平成23年（2011年）の東日本大震災をػܖに、防

災ɾ減災等にࢿする「国土強ᯰ化」の動きが生まれま

した。

このようにଟくの災害を経験し、それらをࠀ෰しな

がら復興を重Ͷてきた日本は、「防災先進国」として

さま͟まなϊ΢ϋ΢を発信することが期଴されていま

す。「仙台防災枠組2015－2030」で示された�つの優

先行動の一つである「より良い復興」は、日本がこう

した経験をجに提案し、受け入れられたものです。

さらに、日本では、国際協力ߏػ（+*$"）が中心と

なり、開発途上国の災害リスク削減のためにさま͟ま

な協力を行っています。

例えば、1970年代からフィリϐンにおいて࣏水計画

策定や人材ҭ成等を通じて、事前防災౤ࢿを下支えし

てきました。2013年にϨイテ島やαマール島をऻった

平成25年（2013年）台෩ୈ30号（台෩Ϥランμ）によ

る高ை災害のٸۓ復旧復興支援プϩδΣクトでは、

+*$"が防ைఅのٕज़提案を行い、フィリϐン政府༧

ݐやிࣷの再ߍઃがされたଞ、学ݐにより防ைఅのࢉ

に当たり、台෩に強いઃ計やϐϩティによる浸水ճ避

等避難を考ྀしたモデル的なઃ計スϖックの提案を行

い、そのݐઃが実現しました。

そのଞ、+*$"の協力で整උされたマンΨϋン์水࿏

い町΍建෺を੔උする、͋るいڧにより災害にޙ௨りにम෮するより、被災ݩଓ可ೳな開ൃと防災のؔ係。災害の度に֗΍建෺を࣋
はࣄલ防災౤資によりインフラ等をڧԽする͜とが݁果として経済成௕につながる（+*CA防災グループఏڙ）

202ú年の「トルコ・シリア地震」ޙのトルコの様子（+*CAఏڙ）
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により、マニラ中心部のߑ水被害がܰ減され、令和�

年（2020年）台෩ୈ22号（台෩Ϣリシーζ）がऻདྷし

た際には、これらの事業により約ÿ5�の被害を低減で

きたとࢉࢼされています。

また、平成27年（2015年）に地震により9,000人が

٘ਜ਼となり、全յՈ屋約7ÿ万౩というਙ大な被害をه

࿥したネパールでは、「より良い復興」を実現するに

当たり、計画策定や公共インフラ再ݐ、住୐再ݐ等を

+*$"が支援しました。公共インフラでは学ߍの再ݐ

に当たり、଱震性の޲上だけにとͲまらͣ、教ҭの࣭

ಐ਺はࣇ）ߍ274、ߍ上につながるઃඋをඋえた学޲

約̕万人）の再ݐをԁआ׺で支援し、2023年̐月に޻

事がྃ׬しています。住୐再ݐにおいても、ٕज़協力

とԁआ׺を組み合わせた支援を行い、約�万5000世ଳ

の一ൠ住୐の再ݐを支援しました。

今後の展望

インυが(20の議長国となった2023年、ಉ国のモ

ディट૬は(20で৽たに防災をઐ໳に討議するάルー

プのઃ置を提案しました。インυをはじめとした(20

のଟくのߏ成国にとっては、災害への対Ԡは大きな関

心事となっており、この提案はܴ׻されました。

議࿦のபの一つは、災害に強いインフラの整උで

す。令和元年（2019年）に日本が(20をϗストした際

に「࣭の高いインフラ౤ࢿに関する(20ݪଇ」が採択

され、ಉ年インυは「災害Ϩδリエントなインフラに

関するコアリション（$%3*）」を発足させました。ࠓ

が進めらࢿଟくの開発途上国でല大なインフラ౤、ޙ

れている中で、せっかくの౤ࢿが災害で失われること

がないようにとの໰題意識からです。そして、もう一

つのபが、「仙台防災枠組2015－2030」で示された事

前防災౤ࢿについて、Ͳのようにݯࡒを֬อするのか

という点です。これらの議࿦は、ϒラδルが議長国と

なった令和6年（2024年）、さらに、南アフリΧ共和

国が議長国となる令和7年（2025年）にもҾきܧがれ

ており、事前防災౤ࢿの重要性についての国際世࿦

は、֬実に広がりつつあります。

令和̕年（2027年）には、国連のアδアଠ平༸防災

閣྅ڃ会議（"1.$%33）が、日本の仙台市で開催

されることが合意されています。ここでは、「仙台防

災枠組2015－2030」に͛ܝられた目ඪをͲのくらい達

成できるのかが大きな議題となるとこΖ、日本が議࿦

をリーυしていくことが期଴されています。

特 集 平成27年9月関東・東北豪雨から10年　～激甚化する豪雨災害にどう対応すべきか～

ωパールで+*CAの支援により再建さΕた学ߍ（+*CAఏڙ）
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